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サステナビリティ体制、消費者の保護・支援についてはおおよそ高評価 

トイレタリー大手 9 社の『企業のエシカル通信簿』結果発表（第 8 回／2024 年度） 
 
 消費から持続可能な社会をつくる市民ネットワーク（SSRC）の 2024 年度『企業のエシカル通信簿』では、2017 年度

の調査対象企業を含めた、国内トイレタリー大手９社を調査。2025 年 3 月 13 日（木）に開催した結果発表会 にて、詳

細な結果報告を行いました。 

 『企業のエシカル通信簿』は、「サステナビリティ体制」「消費者の保護・支援」「人権・労働」「社会・社会貢献」「平和・

非暴力」「アニマルウェルフェア」「環境」の 7 分野（大項目）について、企業の持続可能な社会に向けての取組みの可

否、また企業が抱える課題を調査・分析するものです。今年度は、石鹸やシャンプーなどパーソナルケア製品に特化

し、国内トイレタリー企業 9 社（外資系 2 社を含む）を調査しました。今年度の調査結果では、9 社のうち 8 社から回答

があり、昨今開示が求められるサステナビリティ体制や消費者の保護・支援、人権・労働分野についてはおおよそ取り

組みが見られるものの、環境においてはまだバラつきがあります。また、平和・非暴力やアニマルウェルフェアについ

ては取り組みがほとんど見られません。今後は、環境においては認証パーム油の利用実績の公表や、環境に有害な

化学物質のリスト見直しのほか、平和・非暴力、アニマルウェルフェアの観点での取り組みを期待します。 

 
（＊表やチャートの引用は、「出典：消費から持続可能な社会をつくる市民ネットワーク（SSRC）」としていただきますようお願いいたします） 

 

企業のエシカル通信簿 2024 年度／トイレタリー業界 レーティング 
 サステナビリティ 
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保護・支援 

人権・労働 社会・ 

社会貢献 

平和・ 

非暴力 

アニマル 

ウエルフェア 

環境 

花王 １０ １０ ７ ８ １ ２ ６ 

ライオン ９ ９ ８ ７ ２ １ ６ 

サンスター ７ ８ ５ ５ ３ ２ ４ 

ロート製薬 ８ ９ ８ ８ １ ３ ５ 

クラシエ ２ ４ ３ ３ １ １ ２ 

サラヤ ８ ７ ５ ６ １ １ ４ 

I-ne ７ ６ ７ ７ １ ２ ３ 

P&G ９ ７ ８ ４ ４ ３ ４ 

ユニリーバ ６ ３ ６ ２ ２ ３ ４ 

企業のエシカル通信簿 2024 年度／トイレタリー業界 レーダーチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



■第 8 回企業のエシカル通信簿 

＜2024 年度調査概要＞ 

 消費者に身近なトイレタリー業界の製品でも、近年、サステナビリティや SDGs 推進が進み、TCFD や TNFD への参

加も進んできました。プラスチック利用削減については表面的な取り組みが多く、また多くの製品に使用されるパーム

油は業界最大課題とされ、技術革新も進んでいます。消費者の生活に密接した製品こそ、これらに留まらず、環境・人

権・アニマルウェルフェア等への配慮を示していく必要に迫られています。 

 今年は、石鹸やハミガキ、シャンプー、UV ケア製品などパーソナルケアに特化し、花王・ライオン・サンスター・ロート

製薬・クラシエ・サラヤ・i-ne・P＆G・ユニリーバの 9 社を調査。9 社のうち、8 社が調査結果への回答の呼びかけに応

答しました。調査結果によれば、総合的に、花王、ライオン、ロート製薬は取り組みが進んでいます。花王、ライオン、

P&G は、サステナビリティ体制、消費者の保護・支援、人権・労働の点において高得点を示しました。環境の点では各

社対応にばらつきがあり、上位 3 項目と比べると対応が行き届いていないところがあります。特に気候変動について

はどの企業も対応が行き届いていない点が多く、生物多様性や化学物質、水などの観点では各社ばらつきがありま

す。また、平和・非暴力とアニマルウェルフェアについては、全体的に対応が遅れています。今後は、上記の環境問題

に関する視点のほか、平和・非暴力とアニマルウェルフェアについての取組を期待しています。 

  やり取りに応じた 8社のうち、結果発表会の後の意見交換会にも積極的に参加の意思を示した企業 3社が参加し、

本プロジェクトを自社のサステナビリティへの取組み向上に生かそうという姿勢の表れであると言えそうです。 

 

調査対象業種 トイレタリー業界（石鹸やハミガキ、シャンプーなどのパーソナルケアに限定） 

調査対象企業 花王、ライオン、サンスター、ロート製薬、クラシエ、サラヤ、i-ne、P&G、ユニリーバ＜9 社のうち 8 社が調査結果

への回答の呼びかけに応答＞ 

調査方法 まず公開情報をもとに７分野（うち「環境」はさらに６分野に分割）の調査票を SSRC メンバーで埋め、対象企業に

メール送付。追加情報を得て修正し調査票を完成させ、分野ごとに 1 から 10 までのレイティングを算出し、発表し

た。 

調査結果公表日 2025 年 3 月 13 日（木）13 時 

企業のエシカル通信

簿とは 

消費者にエシカル消費を促すための情報提供の一環として、SSRC が 2016 年に開始した調査プロジェクト。日本

の企業に求めたい取組みを市民目線で調査し、評価を発表することで、ブランド・商品の選択に寄与することを目

指している。 

関連 HP https://cnrc.jp/works/business-ethical-rating/ 

協力／後援 協力） 聖心女子大学グローバル共生研究所 

後援） 大阪大学社会ソリューションイニシアティブ（SSI） 

 

■2025 年 3 月 13 日発表会当日の様子 

 

 

 

 

 

            発表中の様子                       会場参加の SSRC メンバー 

（写真素材がご入用な方はお申し出ください） 



■今後の展望 

業界の最大課題ともいえる RSPO や FSC など認証取得への取り組みは積極的に行われていますが、特に RSPO に

ついては実績の公表が急務です。また、日本国内では取り組みが比較的少ない、平和・非暴力やアニマルウェルフェ

アについての取り組みが期待されます。 

来年度も、調査対象業種を決定後、同様に企業のエシカル通信簿プロジェクトを進めていきます。 

 

■SSRC とは 

持続可能な社会の実現を目指す、専門性をもった NGO・市民団体が参加し、2016 年に

設立。環境・消費・人権・アニマルウェルフェアなどの課題に取り組む 38 の団体が集まる

ネットワーク団体です（2025 年３月現在）。 

 

 

■参考資料１：2024 年度「企業のエシカル通信簿」トイレタリー業界 

       7.環境 各分野の達成度および結果レーダーチャート 

環境分野レイティング 
 環境 

ガバナンス 

気候変動 ごみ削減 生物多様性 化学物質 水 

花王 ８ ４ ８ ６ ７ ７ 

ライオン ７ ４ ８ ６ ８ ７ 

サンスター ６ ４ ６ ３ ４ ３ 

ロート製薬 ５ ５ ７ ５ ４ ５ 

クラシエ ４ １ ４ １ ２ ２ 

サラヤ ３ ４ ６ ３ ３ １ 

I-ne ２ ４ ５ ２ ６ １ 

P&G １ ４ ６ ２ ６ ６ 

ユニリーバ １ ４ ５ ４ ５ ５ 

 

環境分野レーダーチャート 

  



■参考資料２：分野別概要 

分野 サマリー 備考 
1.ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ体制 「企業のエシカル通信簿」のベースとなる分野である。 

調査結果によると、ばらつきは見られるものの、基本的な仕組みができている

ところが多い。しかし、企業と消費者・市民組織との間には次にような認識と行

動にギャップが存在する。 

①取組の具体的内容について：たとえば、サステナビリティ方針や計画は策定

されていてもその内容の公表が十分ではない、マテリアリティは特定していて

も、ステークホルダーの声を聞く取組が少ないなど。 

②取組の情報開示：内部通報制度の実態、サプライチェーンにおける調達基準

の実績の公表などの情報開示が少ない傾向にある。 

③対話・エンゲージメント：持続可能な社会への取組には企業の活動に影響を

受ける消費者等のステークホルダーとの対話やエンゲージメントが重要になる

が、まだ十分に取り組めていない。 

今後、影響を受ける、あるいは影響を及ぼす消費者とともに持続可能な社会を

築くために、消費者をエンパワーメントする具体的な取組と協働を期待したい。 

 

2.消費者の保護 

・支援 
消費者との関係をどう築くかを問う分野である。 

調査結果によると、多くは必要な基本的な仕組みはできている。しかし、次のよ

うな課題が見られる。 

①方針に内容はニーズや品質の向上に焦点があたり、消費者の権利、説明責

任に内容は少ない。 

②社内研修には消費者志向経営に関する内容が少ない 

③各種ウォッシュの防止等の基準を持ち改善している企業が少ない。 

今後、持続可能な社会のために消費者とどのような関係を築くかについて市民

組織との間の大きな差を縮めてともに持続可能な社会を築いていくことを期待

したい。 

 

3.人権・労働 人権尊重の姿勢はどの企業にも見られ、5 社が「7」以上を獲得。人権基本方針

も全社が策定し、部分的実施を含む人権デュー・ディリジェンス(DD)実施が 6 社

あった。女性活躍・子育て支援については全社で取組みが進むものの、障害者

雇用や LGBTQ＋に関する取組みは限定的。自社内での児童/強制労働防止

策は乏しく、例えば労働組合員に対するハラスメントの禁止は 1 社のみ。取引

先については大半が調達基準を策定し、6 社が人権尊重を調達の判断基準に

していた一方で、労働搾取防止の細かい要請（賃金未払い防止など）は 1 社の

み、と実効性に疑問が残った。トイレタリー業界の製品材料はフェアトレードの

基準外であり、人権基準を持つ RSPO 加盟企業が多少得点した。人権 DD が

始まったばかりの企業もあり、積極的な推進と情報公開が望まれる。 

 

4.社会・ 

社会貢献 
企業の社会との関り方、社会貢献活動の有無や内容について問う分野である 

今年度のトイレタリー業界の主な調査結果は以下の４点であった。 

①次世代(子ども)育成分野は回答があった 9 社全てが取り組みをしていた。 

②M&A 等投資をする際のサステナブル基準の導入は 1 社も取り組みがなかっ

た。➂社会貢献は満点と得点なしの会社があり、企業による対応の差が大き

かった 

④活動をしていてもサイト等で公開がされておらず加点できないケースがあっ

た 

 

5.平和・非暴力 平和・非暴力に関する方針や計画を持つ企業は無く、意識が低い。紛争地域

に関わる調達方針は９社中４社あり、うち１社は紛争木材にも言及していた。  

 
6.アニマルウェルフ

ェア 

トイレタリー製品企業に対するアニマルウェルフェアの関心事項 

＝「動物実験」と「動物由来成分」が中心であるが、動物実験については 9 社中

7 社で何らかの方針を持っていたが、化粧品分野以外での意識は薄く、取り組

みが遅れている状態だった。一方、動物由来成分についての配慮は 

トレーサビリティの努力をしている企業が 1 社と植物由来にこだわった製品を出

す企業が 1 社あるのみで課題との認識が弱いことがわかった。食用でなくても

動物の一部を利用しており、そこには倫理的責任が伴うことを認識し、動物性

素材の削減またはアニマルウェルフェア向上に取り組む必要がある。 

※動物実験の方針について

公開情報と 2 回の書面でのや

り取りで正確に把握すること

は困難であることを前提として

結果をご覧ください。 

 



分野別概要（つづき） 

分野 サマリー 備考 
7.環境 

A ガバナンス 

 

CSR 担当部署がある 6 社のうち専任担当役員は 3 社で確認できた。報告書は

全社で作成されており、花王はサステナビリティ報告書とは別に環境報告書も

作成していた。EMS 構築が明確だったのは 4 社のみ。運用不明な企業が 7 社

あった。EMS 関連の情報公開は、取組みが消費者にもわかりやすいことから公

開を望みたい。また、EMS 要求事項とは別に環境教育を行っていたのは花王と

I-ne のみだった。 

環境配慮型商品の製造は 6 社で確認できた。 
 

7.環境 

B 気候変動 
投資家向けである TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）に賛同してい

る企業は 6 社あった。2050 年ネット・ゼロ実現の方針を公表している企業は 6

社あり、うち 4 社が 2040 年までの達成を目指している点は評価できる。電力を

100%再生可能エネルギーに切り替える施策・目標年・現状の割合を公表してい

る企業が 8 社あった点も評価できるが、脱原発・脱石炭の方針は 1 社もなかっ

た。平均得点率が最も低かったのは「気候変動適応」。衛生対策・健康のケア

は、災害時にこそ切実なものとなる。適応計画の策定・実行と市民への公開が

必要だ。 

 

７環境 

C.ごみ削減 
全９社が、プラスチックごみの削減を重要課題と認識し、削減方針・目標・計画

を公表していた。容器包装の削減の取組みとして、詰替え製品への移行に全

社、使い捨て品の削減、簡素化、軽量化、プラスチック以外の素材への切替え

に 8 社、使用後に再資源化し易い製品の開発に７社が取り組んでいた。容器ご

みの削減は、企画設計段階と販売後の段階が重要であり、販売後の容器の回

収・再資源化について試験的な協働の取組みが始まっている。消費者の理解

と協力が不可欠なので、商品の外装等での積極的な啓発を期待する。 

 

 

 

7.環境  

D.生物多様性 
自社利用の土地や建物における生物多様性保全では、７社で取り組みがあっ

た。全国の工場やビオトープなど海外工場での取り組みが積極的な企業、

OECM 登録をしている企業があったものの、企業によって差が大きかった。調

達における生物多様性への配慮では、認証のついた原材料を購入しているな

ど９社全ての企業で何かしらの取り組みがされていた。マイクロビーズや紫外

線吸収剤、界面活性剤など生物多様性への悪影響が懸念される原材料につい

ては、９社中５社の企業で取り組みがあった。自然関連財務情報開示タスクフ

ォース（TNFD）は、開示が１社、開示予定が２社であった。 
 

7.環境 

 E.化学物質 
化学物質削減について明文化された方針があるかを重視し、又管理体制の有

無を新たな設問とした。 全体の達成率は平均：43％、最高：72％であった。化

学物質の削減の「計画、方針、取り組み」はほとんどの企業で実施しており、管

理体制も同様に行われていることがわかった。 

「国内の法規制よりも厳しい独自の制限物質リストを設けて適用」している企業

も少なからずあった。「独自により厳しい基準を設け人体や環境に有害な物質

を削減または使用を中止」「PRTR制度」「SDS制度における第１種、第２種指定

化学物質の使用削減」等への取り組みが、花王、ライオン、P&G，I-ne，ロート

製薬の６企業で行われていた。使用の情報公開については１社を除いて、取り

組んでいた。製品製造以外の有害物質削減の取り組みについては、調査から

取り組みが把握できなかった。 

 

7.環境  

F.水 
    水リスクに関する設問の達成率が 8 割以上であった企業が６社であり、４社

は１割以下と企業間で差が大きかった。また、水使用量の削減に関しては、企

業間の差はあるものの 10 社とも使用量等の情報公開を行っており、７社が具

体的な取り組みを実施していた。原水保全や水資源確保のための取り組みに

ついてはどの企業においても不十分であり、改善が期待される。 

 
 

報道関係者からの問い合わせ先 

消費から持続可能な社会をつくる市民ネット―ワーク（SSRC）事務局 

https://cnrc.jp/ 

認定 NPO 法人 環境市民内 

メール：ssrc@kankyoshimin.org ��：075-211-3521 

担当者：下村、山岡 


